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公布された条例のあらまし

◇鳥取県税条例等の一部改正について

１ 条例の改正理由

地方税法等の一部が改正され、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設、法人事業税の外形標準課税の拡

大、地方消費税の税率の引上げ時期の変更、旧三級品の製造たばこに係るたばこ税の税率の見直し、自動車取

得税におけるエコカー減税の見直し等が行われることに伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 個人県民税に関する事項

ア 住宅ローン減税措置の対象期間を平成31年まで延長する。

イ 確定申告不要な給与所得者等がふるさと納税ワンストップ特例制度を利用する場合、寄附金税額控除額

に加え、申告特例控除額を控除する。

(２) 法人事業税に関する事項

ア 資本金１億円超の普通法人に導入されている外形標準課税（付加価値割、資本割）を２年間で４分の１

から２分の１に段階的に拡大する。

イ 法人税における所得拡大促進税制と同様の要件を満たす法人について、付加価値割の課税標準から給与

増加分を控除する特例措置を設ける。

ウ 資本割の課税標準について、資本金等の額が資本金と資本準備金の合計額を下回る場合、当該合計額を

課税標準とする。また、法人県民税均等割の税率区分の資本金等の額を資本割の課税標準に統一する。

(３) 地方消費税に関する事項

地方消費税の税率の引上げの施行期日を平成29年４月１日（現行 平成27年10月１日）に変更する。

(４) 不動産取得税に関する事項

ア 住宅及び土地の取得に係る税率の特例措置（４パーセントを３パーセントに軽減）を３年延長する。

イ 宅地評価土地の取得に係る課税標準の特例措置（２分の１に軽減）を３年延長する。

ウ 買取再販事業者が既存住宅を取得し、２年以内に一定のリフォームを行った上で個人に販売した場合に

税額を減額する特例措置の申告手続等を定める。

(５) 県たばこ税に関する事項

旧三級品の製造たばこに係る特例税率を４年間で段階的に廃止する。

(６) 自動車取得税に関する事項

エコカー減税について、平成32年度燃費基準への切替え等を行うとともに、適用期限を２年間延長する。

(７) 狩猟税に関する事項

有害鳥獣捕獲許可に基づく許可捕獲の従事者に係る狩猟者登録について、税率を２分の１とする特例措置

を設ける。

(８) その他

地方税法等の一部改正に伴う所要の規定の整備を行う。

(９) 施行期日等

ア 施行期日は、平成28年４月１日とする(５)に関する事項及び平成27年５月29日、同年10月１日又は平成

28年１月１日とする(８)に関する事項の一部を除き、地方税法等の一部を改正する法律の施行の日とす

る。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県議会委員会条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要
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(１) 教育委員会の代表者を委員長から教育長に改める等の所要の規定の整備を行う。

(２) 施行期日等

ア 施行期日は、平成27年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。
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条 例

鳥取県税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成27年３月17日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第24号

鳥取県税条例等の一部を改正する条例

（鳥取県税条例の一部改正）

第１条 鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（住宅借入金等特別控除） （住宅借入金等特別控除）

第24条の３ 略 第24条の３ 略

２ 平成22年度から平成41年度までの各年度分の個人 ２ 平成22年度から平成39年度までの各年度分の個人

の県民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所 の県民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所

得税につき租税特別措置法第41条又は第41条の２の 得税につき租税特別措置法第41条又は第41条の２の

２の規定の適用を受けた場合（居住年が平成11年か ２の規定の適用を受けた場合（居住年が平成11年か

ら平成18年まで又は平成21年から平成31年までの各 ら平成18年まで又は平成21年から平成29年までの各

年である場合に限る。）において、前項の規定の適 年である場合に限る。）において、前項の規定の適

用を受けないときは、法附則第５条の４の２第１項 用を受けないときは、法附則第５条の４の２第１項

（同条第４項において読み替えて適用する場合を含 （同条第４項において読み替えて適用する場合を含

む。）に規定する控除額を当該納税義務者の前２条 む。）に規定する控除額を当該納税義務者の前２条

の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除）

第24条の４ 略 第24条の４ 略

２ 所得割の納税義務者が前年中に法第37条の２第１

項第１号に掲げる寄附金を支出し、かつ、当該納税

義務者について法附則第７条第５項の規定による申

告特例通知書の送付があった場合においては、法附

則第７条の２第２項（法附則第７条の３第１項にお

いて読み替えて適用する場合を含む。）に規定する

申告特例控除額を当該納税義務者の前項の規定を適

用した場合の所得割の額から控除するものとする。

３ 略 ２ 略

４ 略 ３ 略

（法人の均等割の税率） （法人の均等割の税率）

第41条 法人の均等割の税率は、次の表の法人の欄に 第41条 法人の均等割の税率は、次の表の法人の欄に

掲げる区分に応じ、それぞれ同表の税率の欄に定め 掲げる区分に応じ、それぞれ同表の税率の欄に定め
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る額とする。 る額とする。

法人 税率 法人 税率

(１) 次に掲げる法人 年額 ２ (１) 次に掲げる法人 年額 ２

ア～エ 略 万円 ア～エ 略 万円

オ 資本金等の額を有する法人（法 オ 資本金等の額を有する法人（法

人税法別表第２に規定する独立行 人税法別表第２に規定する独立行

政法人で収益事業を行わないもの 政法人で収益事業を行わないもの

及びエに掲げる法人を除く。以下 及びエに掲げる法人を除く。以下

この表において同じ。）で資本金 この表において同じ。）で資本金

等の額（その額が資本金の額及び 等の額が1,000万円以下であるもの

資本準備金の額の合算額又は出資

金の額に満たない場合は、資本金

の額及び資本準備金の額の合算額

又は出資金の額。以下この表にお

いて同じ。）が1,000万円以下であ

るもの

略 略

（配当割の特別徴収義務者） （配当割の特別徴収義務者）

第53条の６ 配当割の特別徴収義務者は、特定配当等 第53条の６ 配当割の特別徴収義務者は、特定配当等

の支払を受けるべき日現在において県内に住所を有 の支払を受けるべき日現在において県内に住所を有

する個人に対して特定配当等の支払をする者（当該 する個人に対して特定配当等の支払をする者（当該

特定配当等が法第71条の29に規定する国外特定配当 特定配当等が法第71条の29に規定する国外特定配当

等（次条において「国外特定配当等」という。）、 等（次条において「国外特定配当等」という。）、

租税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する上 租税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する上

場株式等の配当等（次条において「上場株式等の配 場株式等の配当等（次条において「上場株式等の配

当等」という。）又は同法第41条の12の２第３項に 当等」という。）又は同法第41条の12の２第３項に

規定する特定割引債の償還金に係る差益金額（次条 規定する特定割引債の償還金に係る差益金額（次条

において「償還金に係る差益金額」という。）であ において「償還金に係る差益金額」という。）であ

る場合において、その支払を取り扱う者があるとき る場合にあっては、その支払を取り扱う者）とす

は、その者）とする。 る。

（法人の事業税の課税標準） （法人の事業税の課税標準）

第55条 略 第55条 略

２ 前項の課税標準は、法第72条の14から第72条の24 ２ 前項の表の課税標準の欄に定める各事業年度の付

の３まで、第72条の24の５及び第72条の24の６並び 加価値額は、法第72条の15の規定により算定される

に法附則第９条の規定により算定される金額とす 各事業年度の報酬給与額、法第72条の16の規定によ

る。 り算定される各事業年度の純支払利子及び法第72条

の17の規定により算定される純支払賃借料の合計額

と法第72条の18の規定により算定される各事業年度

の単年度損益との合計額による。

３ 第１項の表の課税標準の欄に定める各事業年度の

資本金等の額は、法第72条の21の規定により算定さ

れる金額による。

４ 第１項の表の課税標準の欄に定める各事業年度の
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所得は、法第72条の23の規定により算定される金額

による。

５ 第１項の表の課税標準の欄に定める各事業年度の

収入金額は、法第72条の24の２の規定により算定さ

れる金額による。

（法人の事業税の税率） （法人の事業税の税率）

第58条 略 第58条 略

２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事 ２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事

業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと 業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと

に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ

れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の

欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。 欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。

事業 法人 金額 税率 事業 法人 金額 税率

(１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の (１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の

に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.72 に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.48

事業以外 託法人（法第 各事業年度の 100分の 事業以外 託法人（法第 各事業年度の 100分の

の事業 72条の２の２ 資本金等の額 0.3 の事業 72条の２の２ 資本金等の額 0.2

第３項に規定 各事業年度の 100分の 第３項に規定 各事業年度の 100分の

する受託法人 所得のうち年 3.1 する受託法人 所得のうち年 3.8

をいう。以下 400万円以下 をいう。以下 400万円以下

この条及び次 の金額 この条及び次 の金額

条において同 各事業年度の 100分の 条において同 各事業年度の 100分の

じ。）を除 所得のうち年 4.6 じ。）を除 所得のうち年 5.5

く。次項にお 400万円を超 く。次項にお 400万円を超

いて同じ。） え年800万円 いて同じ。） え年800万円

以下の金額 以下の金額

各事業年度の 100分の 各事業年度の 100分の

所得のうち年 ６ 所得のうち年 7.2

800万円を超 800万円を超

える金額 える金額

略 略

略 略

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業 ３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金 所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金

の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも

のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の

表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲 表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に

掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて 掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて

得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計 得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計

額）とする。 額）とする。

法人 金額 税率 法人 金額 税率

外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の 外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の

税対象法人 0.72 税対象法人 0.48
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各事業年度の資本金等の額 100分の 各事業年度の資本金等の額 100分の

0.3 0.2

各事業年度の所得 100分の 各事業年度の所得 100分の

６ 7.2

略 略

４・５ 略 ４・５ 略

（法人の事業税の税率の特例） （法人の事業税の税率の特例）

第58条の２ 平成27年４月１日以後に開始する各事業 第58条の２ 平成26年10月１日以後に開始する各事業

年度に係る法人の事業税については、前条の規定に 年度に係る法人の事業税については、前条の規定に

かかわらず、次項から第５項までに定めるところに かかわらず、次項から第５項までに定めるところに

よる。 よる。

２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事 ２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事

業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと 業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと

に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ

れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の

欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。 欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。

事業 法人 金額 税率 事業 法人 金額 税率

(１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の (１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の

に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.72 に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.48

事業以外 託法人を除 各事業年度の 100分の 事業以外 託法人を除 各事業年度の 100分の

の事業 く。次項にお 資本金等の額 0.3 の事業 く。次項にお 資本金等の額 0.2

いて同じ。） 各事業年度の 100分の いて同じ。） 各事業年度の 100分の

所得のうち年 1.6 所得のうち年 2.2

400万円以下 400万円以下

の金額 の金額

各事業年度の 100分の 各事業年度の 100分の

所得のうち年 2.3 所得のうち年 3.2

400万円を超 400万円を超

え年800万円 え年800万円

以下の金額 以下の金額

各事業年度の 100分の 各事業年度の 100分の

所得のうち年 3.1 所得のうち年 4.3

800万円を超 800万円を超

える金額 える金額

略 略

略 略

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業 ３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金 所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金

の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも

のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の

表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲 表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に

掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて 掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて

得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計 得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計
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額）とする。 額）とする。

法人 金額 税率 法人 金額 税率

外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の 外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の

税対象法人 0.72 税対象法人 0.48

各事業年度の資本金等の額 100分の 各事業年度の資本金等の額 100分の

0.3 0.2

各事業年度の所得 100分の 各事業年度の所得 100分の

3.1 4.3

略 略

４・５ 略 ４・５ 略

（地方消費税の納税義務者等） （地方消費税の納税義務者等）

第70条 地方消費税は、法第72条の77第１号に規定す 第70条 地方消費税は、法第72条の78第２項各号に掲

る事業者（法第72条の78第２項各号に掲げる事業者 げる事業者のうち、それぞれ当該各号に定める場所

の区分に応じ、当該各号に定める場所が県内に所在 が県内に所在するもの（以下この条において「事業

するものに限る。）の行った課税資産の譲渡等（消 者」という。）の行った消費税法（昭和63年法律第

費税法（昭和63年法律第108号）第２条第１項第９ 108号）第２条第１項第９号に規定する課税資産の

号に規定する課税資産の譲渡等のうち同項第８号の 譲渡等（以下「課税資産の譲渡等」という。）につ

２に規定する特定資産の譲渡等以外のものをい いては当該事業者（同法第９条第１項本文の規定に

う。）及び特定課税仕入れ（同法第５条第１項に規 より消費税を納める義務が免除される事業者（同法

定する特定課税仕入れをいう。）については当該事 第15条第１項に規定する法人課税信託の受託者にあ

業者（同法第９条第１項本文の規定により消費税を っては、同条第３項に規定する受託事業者及び同条

納める義務が免除される者（同法第15条第１項に規 第４項に規定する固有事業者に係る消費税を納める

定する法人課税信託の受託者にあっては、同条第３ 義務がすべて免除される事業者に限る。）を除

項に規定する受託事業者及び同条第４項に規定する く。）に対し譲渡割によって、同法第２条第１項第

固有事業者に係る消費税を納める義務が全て免除さ 11号に規定する課税貨物については当該課税貨物を

れる者に限る。）を除く。）に対し譲渡割によっ 同項第２号に規定する保税地域（県内に所在する保

て、同法第２条第１項第11号に規定する課税貨物に 税地域に限る。）から引き取る者に対し貨物割によ

ついては当該課税貨物を同項第２号に規定する保税 って課する。

地域（県内に所在する保税地域に限る。）から引き

取る者に対し貨物割によって課する。

２ 略 ２ 略

（不動産取得税の課税標準） （不動産取得税の課税標準）

第77条 略 第77条 略

（不動産取得税の課税標準の特例）

第77条の２ 法第73条の14又は法附則第11条の規定の

適用を受ける不動産取得税の課税標準は、これらの

規定により算定される金額とする。

（宅地評価土地の取得に対して課する不動産取得税の （宅地等の取得に対して課する不動産取得税の課税標

課税標準の特例） 準の特例）

第78条 法附則第11条の５第１項に規定する宅地評価 第78条 宅地及び宅地比準土地（宅地以外の土地で当

土地を取得した場合における当該土地の取得に対し 該土地の取得に対して課する不動産取得税の課税標
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て課する不動産取得税の課税標準は、第77条第１項 準となるべき価格が、当該土地とその状況が類似す

の規定にかかわらず、当該取得が平成18年１月１日 る宅地の不動産取得税の課税標準とされる価格に比

から平成30年３月31日までの間に行われた場合に限 準する価格によって決定されるものをいう。）を取

り、当該土地の価格の２分の１の額とする。 得した場合における当該土地の取得に対して課する

不動産取得税の課税標準は、前条第１項の規定にか

かわらず、当該取得が平成18年１月１日から平成27

年３月31日までの間に行われた場合に限り、当該土

地の価格の２分の１の額とする。

（不動産取得税の税率の特例） （不動産取得税の税率の特例）

第80条 平成18年４月１日から平成30年３月31日まで 第80条 平成18年４月１日から平成27年３月31日まで

の間に住宅又は土地の取得が行われた場合における の間に住宅又は土地の取得が行われた場合における

不動産取得税の税率は、前条の規定にかかわらず、 不動産取得税の税率は、前条の規定にかかわらず、

100分の３とする。 100分の３とする。

（耐震基準不適合既存住宅の取得に対する不動産取得 （耐震基準不適合既存住宅の取得に対する不動産取得

税の徴収猶予に関する申告等） 税の徴収猶予に関する申告等）

第92条 法第73条の27の２第２項の規定による徴収猶 第92条 法第73条の27の２第２項の規定による徴収猶

予の適用を受けようとする者は、次に掲げる事項を 予の適用を受けようとする者は、次に掲げる事項を

記載した申告書に、住宅を取得した日から６月以内 記載した申告書に、住宅を取得した日から６月以内

に同条第１項に規定する耐震改修を行うことを証明 に同条第１項に規定する耐震改修を行うことを証明

する書類を添付して、第84条第１項の規定による申 する書類を添付して、第84条第１項の規定による申

告をする際に併せて知事に提出しなければならな 告をする際に併せて知事に提出しなければならな

い。 い。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 耐震改修の着工及び完成の予定年月日 (４) 耐震改修をする予定年月日

(５) 略 (５) 略

２ 略 ２ 略

第109条から第112条まで 削除

（宅地建物取引業者による中古住宅の取得に対して課

する不動産取得税の減額に関する申告）

第109条 法附則第11条の４第４項の規定の適用を受

けようとする宅地建物取引業者（宅地建物取引業法

（昭和27年法律第167号）第２条第３号に規定する

宅地建物取引業者をいう。以下同じ。）は、知事が

別に定める期日までに、次に掲げる事項を記載した

申告書を知事に提出しなければならない。

(１) 住宅を取得した宅地建物取引業者の住所又は

所在地及び氏名又は名称

(２) 住宅の所在、家屋番号、用途及び床面積

(３) 住宅を取得した年月日

(４) その他知事が必要であると認める事項

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなけ
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ればならない。

(１) 当該住宅が法附則第11条の４第４項に規定す

る住宅性能向上改修住宅に該当することを証明す

る書類

(２) 当該住宅を譲渡した個人に対し宅地建物取引

業法第37条第１項の規定により交付した書面の写

し

(３) その他知事が必要であると認める書類

３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法附則第

11条の４第４項の規定の適用を受けようとするもの

は、住宅の取得につき同項の規定の適用があるべき

旨を付記した第84条第１項の申告書を提出すること

により、第１項の申告書の提出に代えることができ

る。この場合においては、第84条第１項の申告書に

前項の書類を添付しなければならない。

（宅地建物取引業者による中古住宅の取得に対して課

する不動産取得税の徴収猶予に関する申告等）

第110条 法附則第11条の４第５項の規定による徴収

猶予の適用を受けようとする宅地建物取引業者は、

次に掲げる事項を記載した申告書に、住宅を取得し

た日から２年以内に改修工事を行うことを証明する

書類を添付して、第84条第１項の規定による当該住

宅の取得の申告をする際に併せて知事に提出しなけ

ればならない。

(１) 住宅を取得した宅地建物取引業者の住所又は

所在地及び氏名又は名称

(２) 住宅の所在、家屋番号、用途及び床面積

(３) 住宅を取得した年月日

(４) 改修工事の着工及び完成の予定年月日

(５) その他知事が必要であると認める事項

２ 法附則第11条の４第５項の規定による不動産取得

税の還付を受けようとする宅地建物取引業者は、当

該不動産取得税の年度及び税額並びに前条第１項各

号に掲げる事項を記載した還付申請書を知事に提出

しなければならない。

第111条及び第112条 削除

（たばこ税の税率の特例） （たばこ税の税率の特例）

第118条 次の各号に掲げる期間内に第115条第１項の 第118条 たばこ事業法（昭和59年法律第68号）附則

売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行 第２条の規定による廃止前の製造たばこ定価法（昭

われるたばこ事業法（昭和59年法律第68号）附則第 和40年法律第122号）第１条第１項に規定する紙巻

２条の規定による廃止前の製造たばこ定価法（昭和 たばこ三級品の当該廃止の時における品目と同一で

40年法律第122号）第１条第１項に規定する紙巻た ある喫煙用の紙巻たばこに係るたばこ税の税率は、
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ばこ三級品の当該廃止の時における品目と同一であ 前条の規定にかかわらず、当分の間、1,000本につ

る喫煙用の紙巻たばこに係るたばこ税の税率は、前 き411円とする。

条の規定にかかわらず、当該各号に定める税率とす

る。

(１) 平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

1,000本につき481円

(２) 平成29年４月１日から平成30年３月31日まで

1,000本につき551円

(３) 平成30年４月１日から平成31年３月31日まで

1,000本につき656円

（たばこ税に係る不足税額等の納付手続） （たばこ税に係る不足税額等の納付手続）

第124条 略 第124条 略

２ 前項の不足税額、過少申告加算金額、不申告加算 ２ 前項の不足税額、過少申告加算金額、不申告加算

金額又は重加算金額に係る納期限は、前条の通知を 金額又は重加算金額に係る納期限は、前条の通知を

した日から１月を経過する日とする。 した日から１月を経過した日とする。

（自動車取得税の課税標準） （自動車取得税の課税標準）

第134条の９ 略 第134条の９ 略

（自動車取得税の課税標準の特例）

第134条の９の２ 法附則第12条の２の５の規定の適

用を受ける自動車取得税の課税標準は、同条の規定

により算定される金額とする。

（自動車取得税の税率の特例） （自動車取得税の税率の特例）

第134条の11 略 第134条の11 略

２ 法附則第12条の２の３第２項に掲げる自動車で初 ２ 法附則第12条の２の３第２項に掲げる自動車及び

めて新規登録等（法附則第12条の２の２第２項に規 同条第４項において準用する同条第２項第１号イに

定する新規登録等をいう。以下この条において同 掲げる自動車で初めて新規登録等（法附則第12条の

じ。）を受けるものの取得（法附則第12条の２の５ ２の２第２項に規定する新規登録等をいう。次項に

第６項から第11項までの規定の適用がある場合の自 おいて同じ。）を受けるものの取得（法附則第12条

動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税 の２の５第４項から第７項までの規定の適用がある

の税率は、当該取得が平成29年３月31日までに行わ 場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動

れたときに限り、前条及び前項の規定にかかわら 車取得税の税率は、当該取得が平成27年３月31日ま

ず、当該取得についてこの項の規定の適用がないも でに行われたときに限り、前条及び前項の規定にか

のとした場合に適用されるべき同条又は前項に定め かわらず、当該取得についてこの項の規定の適用が

る率に100分の20を乗じて得た率とする。 ないものとした場合に適用されるべき同条又は前項

に定める率に100分の20を乗じて得た率とする。

３ 法附則第12条の２の３第３項に掲げる自動車で初 ３ 法附則第12条の２の３第３項に掲げる自動車及び

めて新規登録等を受けるものの取得（前項又は法附 同条第４項において準用する同条第３項第１号イに

則第12条の２の５第６項から第11項までの規定の適 掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取

用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課 得（前項又は法附則第12条の２の５第４項から第７

する自動車取得税の税率は、当該取得が平成29年３ 項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を除

月31日までに行われたときに限り、前条及び第１項 く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該
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の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規 取得が平成27年３月31日までに行われたときに限

定の適用がないものとした場合に適用されるべき同 り、前条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得

条又は第１項に定める率に100分の40を乗じて得た についてこの項の規定の適用がないものとした場合

率とする。 に適用されるべき同条又は第１項に定める率に100

分の40を乗じて得た率とする。

４ 法附則第12条の２の３第４項に掲げる自動車で初

めて新規登録等を受けるものの取得（前２項又は法

附則第12条の２の５第６項から第11項までの規定の

適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して

課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成29年

３月31日までに行われたときに限り、前条及び第１

項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の

規定の適用がないものとした場合に適用されるべき

同条又は第１項に定める率に100分の60を乗じて得

た率とする。

５ 法附則第12条の２の３第５項に規定するガソリン

自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（前

３項又は法附則第12条の２の５第６項から第11項ま

での規定の適用がある場合の自動車の取得を除

く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該

取得が平成29年３月31日までに行われたときに限

り、前条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得

についてこの項の規定の適用がないものとした場合

に適用されるべき同条又は第１項に定める率に100

分の80を乗じて得た率とする。

（自動車取得税に係る不足税額等の納付手続） （自動車取得税に係る不足税額等の納付手続）

第134条の21 略 第134条の21 略

２ 前項の不足税額、過少申告加算金額、不申告加算 ２ 前項の不足税額、過少申告加算金額、不申告加算

金額又は重加算金額に係る納期限は、前条の通知を 金額又は重加算金額に係る納期限は、前条の通知を

した日から１月を経過する日とする。 した日から１月を経過した日とする。

（狩猟税の税率） （狩猟税の税率）

第208条 略 第208条 略

２ 略 ２ 略

３ 狩猟者の登録が次の各号に掲げる登録のいずれか ３ 狩猟者の登録が次の各号に掲げる登録のいずれか

に該当する場合における当該狩猟者の登録に係る狩 に該当する場合における当該狩猟者の登録に係る狩

猟税の税率は、前２項の規定にかかわらず、前２項 猟税の税率は、前２項の規定にかかわらず、前２項

に規定する税率に当該各号に定める割合を乗じた税 に規定する税率に当該各号に定める割合を乗じた税

率とする。 率とする。

(１) 放鳥獣猟区（鳥獣の保護及び管理並びに狩猟 (１) 放鳥獣猟区（鳥獣の保護及び狩猟の適正化に

の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第 関する法律（平成14年法律第88号）第68条第２項

68条第２項第４号に規定する放鳥獣猟区をいう。 第４号に規定する放鳥獣猟区をいう。次号におい

次号において同じ。）のみに係る狩猟者の登録 て同じ。）のみに係る狩猟者の登録 ４分の１

４分の１
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(２) 略 (２) 略

（狩猟税の税率の特例） （狩猟税の税率の特例）

第208条の２ 法附則第32条の２第１項本文（同条第 第208条の２ 平成20年４月１日から平成28年３月31

２項において準用する場合を含む。）の規定の適用 日までの間に受ける狩猟者の登録であって次に掲げ

を受ける狩猟者の登録に係る狩猟税の税率は、前条 る登録のいずれかに該当するものに係る狩猟税の税

第１項及び第２項の規定にかかわらず、同条第１項 率は、前条第１項及び第２項の規定にかかわらず、

又は第２項に規定する税率に２分の１を乗じた税率 同条第１項又は第２項に規定する税率に２分の１を

とする。 乗じた税率とする。

(１) 対象鳥獣捕獲員（鳥獣による農林水産業等に

係る被害の防止のための特別措置に関する法律

（平成19年法律第134号）第９条第６項の規定に

より読み替えられた鳥獣の保護及び狩猟の適正化

に関する法律第56条に規定する対象鳥獣捕獲員を

いう。次号において同じ。）に係る狩猟者の登録

(２) 前号の狩猟者の登録（以下この号において

「軽減税率適用登録」という。）を受けていた者

が対象鳥獣捕獲員でなくなった場合において、そ

の者が当該軽減税率適用登録に係る狩猟免許と同

一の種類の狩猟免許について当該軽減税率適用登

録の有効期間の範囲内の期間を有効期間とする狩

猟者の登録を受けるときにおける当該狩猟者の登

録

第２条 鳥取県税条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（県民税の納税義務者等） （県民税の納税義務者等）

第21条 略 第21条 略

２ 略 ２ 略

３ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業 ３ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業

所を有しない法人（以下「外国法人」という。）に 所を有しない法人（以下「外国法人」という。）に

対するこの節の規定の適用については、法第23条第 対するこの節の規定の適用については、その事業が

１項第18号に規定する恒久的施設をもって、その事 行われる場所で法第24条第３項の施行令で定めるも

務所又は事業所とする。 のをもって、その事務所又は事業所とする。

４～７ 略 ４～７ 略

（法人の区分経理の義務） （法人の区分経理の義務）

第56条 医療法人又は医療施設（法第72条の23第２項 第56条 医療法人又は医療施設（法第72条の23第１項

の施行令で定めるものを除く。）に係る事業を行う の施行令で定めるものを除く。）に係る事業を行う

農業協同組合連合会（法第72条の５第１項第５号に 農業協同組合連合会（法第72条の５第１項第５号に

規定する特定農業協同組合連合会を除く。）で事業 規定する特定農業協同組合連合会を除く。）で事業

税の納税義務があるものは、当該法人の事業から生 税の納税義務があるものは、当該法人の事業から生

ずる所得について、法第72条の23第２項の規定によ ずる所得について、法第72条の23第１項ただし書の
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って当該法人の事業税の課税標準とすべき所得の計 規定によって当該法人の事業税の課税標準とすべき

算上益金の額及び損金の額又は法人税法第81条の18 所得の計算上益金の額及び損金の額又は法人税法第

第１項に規定する個別帰属益金額及び同項に規定す 81条の18第１項に規定する個別帰属益金額及び同項

る個別帰属損金額に算入されないものとされる部分 に規定する個別帰属損金額に算入されないものとさ

をその他の部分と区分して経理しなければならな れる部分をその他の部分と区分して経理しなければ

い。 ならない。

２ 略 ２ 略

（法人の事業税の税率） （法人の事業税の税率）

第58条 略 第58条 略

２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事 ２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事

業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと 業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと

に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ

れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の

欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。 欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。

事業 法人 金額 税率 事業 法人 金額 税率

(１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の (１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の

に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.96 に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.72

事業以外 託法人（法第 各事業年度の 100分の 事業以外 託法人（法第 各事業年度の 100分の

の事業 72条の２の２ 資本金等の額 0.4 の事業 72条の２の２ 資本金等の額 0.3

第３項に規定 各事業年度の 100分の 第３項に規定 各事業年度の 100分の

する受託法人 所得のうち年 2.5 する受託法人 所得のうち年 3.1

をいう。以下 400万円以下 をいう。以下 400万円以下

この条及び次 の金額 この条及び次 の金額

条において同 各事業年度の 100分の 条において同 各事業年度の 100分の

じ。）を除 所得のうち年 3.7 じ。）を除 所得のうち年 4.6

く。次項にお 400万円を超 く。次項にお 400万円を超

いて同じ。） え年800万円 いて同じ。） え年800万円

以下の金額 以下の金額

各事業年度の 100分の 各事業年度の 100分の

所得のうち年 4.8 所得のうち年 ６

800万円を超 800万円を超

える金額 える金額

略 略

略 略

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業 ３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金 所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金

の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも

のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の

表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲 表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に

掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて 掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて

得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計 得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計

額）とする。 額）とする。

法人 金額 税率 法人 金額 税率
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外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の 外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の

税対象法人 0.96 税対象法人 0.72

各事業年度の資本金等の額 100分の 各事業年度の資本金等の額 100分の

0.4 0.3

各事業年度の所得 100分の 各事業年度の所得 100分の

4.8 ６

略 略

４・５ 略 ４・５ 略

（法人の事業税の税率の特例） （法人の事業税の税率の特例）

第58条の２ 平成28年４月１日以後に開始する各事業 第58条の２ 平成27年４月１日以後に開始する各事業

年度に係る法人の事業税については、前条の規定に 年度に係る法人の事業税については、前条の規定に

かかわらず、次項から第５項までに定めるところに かかわらず、次項から第５項までに定めるところに

よる。 よる。

２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事 ２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事

業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと 業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと

に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ

れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の

欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。 欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。

事業 法人 金額 税率 事業 法人 金額 税率

(１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の (１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の

に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.96 に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.72

事業以外 託法人を除 各事業年度の 100分の 事業以外 託法人を除 各事業年度の 100分の

の事業 く。次項にお 資本金等の額 0.4 の事業 く。次項にお 資本金等の額 0.3

いて同じ。） 各事業年度の 100分の いて同じ。） 各事業年度の 100分の

所得のうち年 0.9 所得のうち年 1.6

400万円以下 400万円以下

の金額 の金額

各事業年度の 100分の 各事業年度の 100分の

所得のうち年 1.4 所得のうち年 2.3

400万円を超 400万円を超

え年800万円 え年800万円

以下の金額 以下の金額

各事業年度の 100分の 各事業年度の 100分の

所得のうち年 1.9 所得のうち年 3.1

800万円を超 800万円を超

える金額 える金額

略 略

略 略

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業 ３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金 所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金

の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも

のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の

表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲 表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に
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掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて 掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて

得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計 得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計

額）とする。 額）とする。

法人 金額 税率 法人 金額 税率

外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の 外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の

税対象法人 0.96 税対象法人 0.72

各事業年度の資本金等の額 100分の 各事業年度の資本金等の額 100分の

0.4 0.3

各事業年度の所得 100分の 各事業年度の所得 100分の

1.9 3.1

略 略

４・５ 略 ４・５ 略

（たばこ税の税率の特例）

第118条 削除 第118条 次の各号に掲げる期間内に第115条第１項の

売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行

われるたばこ事業法（昭和59年法律第68号）附則第

２条の規定による廃止前の製造たばこ定価法（昭和

40年法律第122号）第１条第１項に規定する紙巻た

ばこ三級品の当該廃止の時における品目と同一であ

る喫煙用の紙巻たばこに係るたばこ税の税率は、前

条の規定にかかわらず、当該各号に定める税率とす

る。

(１) 平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

1,000本につき481円

(２) 平成29年４月１日から平成30年３月31日まで

1,000本につき551円

(３) 平成30年４月１日から平成31年３月31日まで

1,000本につき656円

（鳥取県税条例の一部を改正する条例の一部改正）

第３条 鳥取県税条例の一部を改正する条例（平成25年鳥取県条例第33号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

（施行期日） （施行期日）

第１条 この条例は、平成25年４月１日から施行す 第１条 この条例は、平成25年４月１日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 定める日から施行する。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

(３) 第３条及び附則第４条の規定 平成29年４月 (３) 第３条及び附則第４条の規定 平成27年10月

１日 １日

２ 前項第１号に掲げる規定は、地方税法の一部を改
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正する法律（平成25年法律第３号）が施行されない

ときは、施行しない。

第４条 第３条の規定による改正後の鳥取県税条例第 第４条 第３条の規定による改正後の鳥取県税条例第

72条の規定は、平成29年４月１日以後に事業者が行 72条の規定は、平成27年10月１日以後に事業者が行

う課税資産の譲渡等（特定資産の譲渡等（消費税法 う課税資産の譲渡等及び同日以後に保税地域から引

第２条第１項第８号の２に規定する特定資産の譲渡 き取られる課税貨物に係る地方消費税について適用

等をいう。以下同じ。）を除く。）及び特定課税仕 し、平成26年４月１日から平成27年９月30日までの

入れ（同法第５条第１項に規定する特定課税仕入れ 間に事業者が行った課税資産の譲渡等及び平成26年

をいう。以下同じ。）並びに同日以後に保税地域か ４月１日から平成27年９月30日までの間に保税地域

ら引き取られる課税貨物に係る地方消費税について から引き取った課税貨物に係る地方消費税について

適用し、平成26年４月１日から平成29年３月31日ま は、なお従前の例による。

での間に事業者が行った課税資産の譲渡等（平成27

年10月１日以後に行った課税資産の譲渡等について

は、特定資産の譲渡等を除く。）及び特定課税仕入

れ並びに平成26年４月１日から平成29年３月31日ま

での間に保税地域から引き取った課税貨物に係る地

方消費税については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、地方税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第 号。以下「地方税法等改正法」

という。）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

(１) 第１条中鳥取県税条例第208条第３項第１号の改正規定 平成27年５月29日

(２) 第１条中鳥取県税条例第70条第１項の改正規定及び第３条中鳥取県税条例の一部を改正する条例附則第

４条の改正規定並びに附則第６条の規定 平成27年10月１日

(３) 第１条中鳥取県税条例第53条の６の改正規定及び次条第３項の規定 平成28年１月１日

(４) 第１条中鳥取県税条例第118条の改正規定及び第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）の規定並びに

附則第３条、第５条及び第８条の規定 平成28年４月１日

(５) 第２条中鳥取県税条例第118条の改正規定及び附則第９条の規定 平成31年４月１日

（県民税に関する経過措置）

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の鳥取県税条例（以下「新条例」という。）

の規定中個人の県民税に関する部分は、平成27年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成26年度

分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

２ 新条例第24条の４第２項の規定は、平成28年度以後の年度分の個人の県民税について適用する。

３ 新条例第53条の６の規定は、平成28年１月１日以後に支払を受けるべき地方税法（昭和25年法律第226号）

第23条第１項第15号に規定する特定配当等について適用し、同日前に支払を受けるべき同号に規定する特定配

当等については、なお従前の例による。

４ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中法人の県民税に関する部分は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に開始する事業年度分の法人の県民税及び施行日以後に開始する連結事業年度分の

法人の県民税について適用し、施行日前に開始した事業年度分の法人の県民税及び施行日前に開始した連結事

業年度分の法人の県民税については、なお従前の例による。

５ 地方税法等改正法附則第６条第10項に規定する法人の施行日以後に開始する最初の事業年度分の法人の県民

税及び施行日以後に開始する最初の連結事業年度分の法人の県民税についての新条例第41条の規定の適用につ

いては、同条の表中「その額が資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額に満たない場合は、資
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本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額」とあるのは、「地方税法等の一部を改正する法律（平

成27年法律第 号）第１条の規定による改正前の法第23条第１項第４号の５に規定する資本金等の額をい

う」とする。

第３条 第２条の規定による改正後の鳥取県税条例（以下「28年新条例」という。）の規定中法人の県民税に関

する部分は、平成28年４月１日以後に開始する事業年度分の法人の県民税及び同日以後に開始する連結事業年

度分の法人の県民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の県民税及び同日前に開始した連結

事業年度分の法人の県民税については、なお従前の例による。

（事業税に関する経過措置）

第４条 新条例の規定中法人の事業税に関する部分は、施行日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税につ

いて適用し、施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

第５条 28年新条例の規定中法人の事業税に関する部分は、平成28年４月１日以後に開始する事業年度に係る法

人の事業税について適用し、同日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例によ

る。

（地方消費税に関する経過措置）

第６条 新条例の規定中地方消費税に関する部分は、平成27年10月１日以後に事業者（地方税法第72条の77第１

号に規定する事業者をいう。以下この条において同じ。）が行う消費税法（昭和63年法律第108号）第２条第

１項第９号に規定する課税資産の譲渡等（同項第８号の２に規定する特定資産の譲渡等を除く。）及び同法第

５条第１項に規定する特定課税仕入れに係る地方消費税について適用し、同日前に事業者が行った同法第２条

第１項第９号に規定する課税資産の譲渡等に係る地方消費税については、なお従前の例による。

（不動産取得税に関する経過措置）

第７条 新条例の規定中不動産取得税に関する部分は、施行日以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得

税について適用し、施行日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税については、なお従前の例による。

（県たばこ税に関する経過措置）

第８条 別段の定めがあるものを除き、平成28年４月１日前に課した、又は課すべきであった紙巻たばこ三級品

（たばこ事業法（昭和59年法律第68号）附則第２条の規定による廃止前の製造たばこ定価法（昭和40年法律第

122号）第１条第１項に規定する紙巻たばこ三級品の当該廃止の時における品目と同一である喫煙用の紙巻た

ばこをいう。以下同じ。）に係る県たばこ税については、なお従前の例による。

２ 平成28年４月１日前に第１条の規定による改正前の鳥取県税条例第115条第１項の売渡し又は同条第２項の

売渡し若しくは消費等（地方税法第74条の６第１項第１号及び第２号に規定する売渡しを除く。）が行われた

紙巻たばこ三級品を同日に販売のために所持する卸売販売業者等（同法第74条の２第１項に規定する卸売販売

業者等をいう。以下同じ。）又は小売販売業者（同法第74条第４号に規定する小売販売業者をいう。以下同

じ。）がある場合において、地方税法等改正法附則第12条第３項の規定によりこれらの者が卸売販売業者等と

して当該紙巻たばこ三級品を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなされるときは、当該売り渡したもの

とみなされる紙巻たばこ三級品の本数を課税標準として、1,000本につき70円の県たばこ税を課する。

３ 平成29年４月１日前に新条例第115条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等（地方税法第

74条の６第１項第１号及び第２号に規定する売渡しを除く。以下同じ。）が行われた紙巻たばこ三級品を同日

に販売のために所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、地方税法等改正法附則第12条

第９項の規定によりこれらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ三級品を同日に小売販売業者に売り渡

したものとみなされるときは、当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ三級品の本数を課税標準として、

1,000本につき70円の県たばこ税を課する。

４ 平成30年４月１日前に新条例第115条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた紙

巻たばこ三級品を同日に販売のために所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、地方税

法等改正法附則第12条第11項の規定によりこれらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ三級品を同日に

小売販売業者に売り渡したものとみなされるときは、当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ三級品の本

数を課税標準として、1,000本につき105円の県たばこ税を課する。
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第９条 別段の定めがあるものを除き、28年新条例の規定中県たばこ税に関する部分は、平成31年４月１日以後

に課すべき県たばこ税について適用し、同日前に課した、又は課すべきであった紙巻たばこ三級品に係る県た

ばこ税については、なお従前の例による。

２ 平成31年４月１日前に新条例第115条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた紙

巻たばこ三級品を同日に販売のために所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、地方税

法等改正法附則第12条第13項の規定によりこれらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ三級品を同日に

小売販売業者に売り渡したものとみなされるときは、当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ三級品の本

数を課税標準として、1,000本につき204円の県たばこ税を課する。

（自動車取得税に関する経過措置）

第10条 新条例の規定中自動車取得税に関する部分は、施行日以後の自動車の取得に対して課すべき自動車取得

税について適用し、施行日前の自動車の取得に対して課する自動車取得税については、なお従前の例による。

（狩猟税に関する経過措置）

第11条 新条例第208条の２の規定は、施行日以後に狩猟者の登録に係る申請書を提出し、狩猟者の登録を受け

る者に対して課すべき狩猟税について適用し、施行日前に狩猟者の登録を受けた者に対して課する狩猟税につ

いては、なお従前の例による。

（規則への委任）

第12条 第189回国会において地方税法等の一部を改正する法律案が原案どおり成立しない場合における新条例

及び28年新条例の規定の適用に関し必要な事項その他この条例の施行に関し必要な経過措置は、規則で定め

る。
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鳥取県議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成27年３月17日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第25号

鳥取県議会委員会条例の一部を改正する条例

鳥取県議会委員会条例（昭和31年鳥取県条例第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（出席説明の要求） （出席説明の要求）

第16条 委員会は、審査又は調査に必要があるとき 第16条 委員会は、審査又は調査のため、知事、病院

は、知事、病院事業の管理者、教育委員会の教育 事業の管理者、教育委員会の委員長、選挙管理委員

長、選挙管理委員会の委員長、人事委員会の委員 会の委員長、人事委員会の委員長、公安委員会の委

長、公安委員会の委員長、労働委員会の委員及び監 員長、労働委員会の委員及び監査委員その他法律に

査委員その他法律に基づく委員会の代表者又は委員 基づく委員会の代表者又は委員並びにその委任又は

並びにその委任又は嘱託を受けた者に対し、説明の 嘱託を受けた者に対し、説明のため、議長を経て、

ため、議長を経て、出席を求めることができる。 出席を求めることができる。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に在職する教育長の教育委員会の委員としての任期が満了する日（当該満了する日前

に教育長が欠けた場合にあっては、当該欠けた日）までの間は、改正後の鳥取県議会委員会条例の規定は適用

せず、改正前の鳥取県議会委員会条例の規定は、なおその効力を有する。
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